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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．純資産額の算定にあたり、第11期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。 

３．第10期中、第10期、第11期及び第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株

当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。第11期中の潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 1,068,258 1,521,523 1,119,355 2,636,734 2,828,769 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△259,417 88,889 △373,621 △414,369 133,137 

中間（当期）純利益又は純損

失（△）（千円） 
△240,696 99,810 △305,488 △1,276,781 △393,986 

純資産額（千円） 4,395,019 3,714,725 3,240,359 3,498,494 3,226,018 

総資産額（千円） 4,908,058 5,733,379 5,371,458 5,642,657 5,271,829 

１株当たり純資産額（円） 108,551.16 87,933.68 67,988.71 84,943.78 76,006.96 

１株当たり中間（当期）純利

益又は純損失（△）（円） 
△5,944.88 2,423.42 △7,417.29 △31,416.10 △9,566.04 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 89.6 63.2 52.1 62.0 59.4 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△96,393 44,093 △158,149 △993,823 393,087 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△10,566 △8,825 1,987,848 △1,024,710 △14,779 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
－ － △2,040,191 1,794,499 － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
2,292,025 2,213,130 2,345,027 2,178,229 2,556,964 

従業員数（人） 62 41 99 53 35 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．純資産額の算定にあたり、第11期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。 

３．第10期中、第10期、第11期及び第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株

当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。第11期中の潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 737,843 1,343,229 551,171 2,089,871 2,276,234 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△160,008 122,685 △199,259 △240,563 166,293 

中間（当期）純利益又は純損

失（△）（千円） 
△160,344 122,339 △251,701 △1,256,251 △370,380 

資本金（千円） 2,972,725 3,022,725 3,022,725 3,022,725 3,022,725 

発行済株式総数（株） 40,488 41,187.30 41,187.30 41,187.30 41,187.30 

純資産額（千円） 4,481,310 3,667,299 2,852,923 3,521,448 3,175,957 

総資産額（千円） 4,721,132 5,537,705 4,136,352 5,451,946 5,005,370 

１株当たり純資産額（円） 110,682.44 89,042.39 69,269.27 85,501.11 77,112.54 

１株当たり中間（当期）純利

益又は純損失（△）（円） 
△3,960.31 2,970.41 △6,111.35 △30,910.95 △8,992.87 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 94.9 66.2 69.0 64.6 63.5 

従業員数（人） 41 29 22 36 25 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、嘱託3人を除いております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない親会社の管理部門に所属

しているものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ64人増加しておりますが、新規連結子会社２社による増加等でありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、嘱託3人を除いております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所
有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

WIDE Corpration 

（注）１ 

Cheongwon-Gun, 

Korea  

9,737百万円ウ

ォン 

グラフィックス関連

事業 
45.5 

当社製品の販売 

当社は同社の新株

予約権付社債を保

有しております。

WIDE USA Corpration 

 （注）１、２ 
Arizona,U.S.A  620千米ドル 

グラフィックス関連

事業 

36.7 

（36.7）
当社製品の販売  

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

グラフィックス関連事業 85   

ターンキーサービス関連事業 

全社（共通） 

9

5
  

合計 99   

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 22 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）のおかれました経営環境につき、国内経済

は、好調な企業業績を背景とした堅調な設備投資や雇用環境の改善等より、全体的に緩やかに拡大しております。

一方、世界経済においては、アジア等の新興国の成長が継続しているものの、米国を中心としたサブプライムロー

ン問題や原油価格の高騰等先行きに不透明感が生じております。エレクトロニクス業界につきましては、新型ゲー

ム機の普及や薄型テレビ等主力のデジタル家電製品の活発な販売等、市場は拡大しているものの依然として厳しい

価格競争が継続しております。 

 このような状況下、当社グループは、グラフィックス関連の産業用グラフィックス事業及びアミューズメント事

業に経営資源を集中させる為、事業の再構築を進めております。グラフィックス関連の放送グラフィックス事業の

整理を行い、ターンキーサービス関連の大幅な縮小を進める一方で、産業用グラフィックス事業を強化する為、平

成19年5月にWIDE社を子会社化し、アミューズメント事業では世界最高水準の圧縮技術を採用した新型の遊技機器

向けグラフィックスLSIの開発に着手しました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績は売上高が1,119,355千円（前年同期比26.4％減）となり、営業損失

380,907千円（前年同期は営業利益81,728千円）、経常損失373,621千円（前年同期は経常利益88,889千円）、中間

純損失305,488千円（前年同期は中間純利益99,810千円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

1）グラフィックス関連 

 産業用グラフィックス事業及びアミューズメント事業に注力する一方、放送グラフィックス事業の整理を行いま

した。産業用グラフィックス事業では、高解像度LCDコントローラは堅調に推移しましたが、平成19年5月に子会社

化し、第2四半期より連結された韓国の産業用液晶モニターメーカーのWIDE社につき、平成19年6月に事業のリスト

ラを終了したばかりで売上高が伸び悩みました。また、アミューズメント事業は、平成19年6月に規則改正があり

パチスロ機の需要が大幅に減退し、当社グラフィックスLSIの販売は低調に終わりました。この結果、売上高

500,633千円（前年同期比45.0％減）、営業損失313,307千円（前年同期は営業利益177,927千円）となりました。 

2）部材関連 

 WIDE社の連結に伴い同社への液晶関連の部材の売上高が相殺される為、売上高311,869千円（前年同期比28.0％

減）、営業利益5,055千円（同58.7％減）となりました。 

3）ターンキーサービス関連 

 量産製品の出荷が継続した結果、売上高306,852千円（前年同期比72.2％増）、営業利益12,209千円（前年同期

は営業損失26,941千円）となりました。 

 なお、前述のようにターンキーサービス関連は縮小させる方針であり、平成19年6月に、MacroTech社の一部営業

権譲渡とMT-USA、MT-BVI及びMT-LLCの清算を平成20年3月（予定）までに行うことを決定しております。 



 所在地セグメントの業績は、次のとおりであります。 

1）日本 

 日本では、グラフィックス関連（当社製品の開発・販売）と部材関連を中心に事業を行っております。前述のよ

うにアミューズメント事業のグラフィックスLSIの販売が低調であったことから、売上高395,884千円（前年同期比

70.2％減）、営業損失114,392千円（前年同期は営業利益204,539千円）となりました。 

2）韓国 

 韓国では、平成19年5月に子会社化したWIDE社によりグラフィックス関連（産業用液晶モニターの製造・販売）

を中心に事業を行っております。平成19年6月に事業のリストラを終了したばかりで売上高が伸び悩んだことから

売上高283,471千円、営業損失167,304千円となりました。 

3）台湾 

 台湾では、グラフィックス関連（製造委託先から製品を仕入れ当社へ販売）とターンキーサービス関連を中心に

事業を行っております。ターンキーサービス関連において、量産製品の出荷が継続したことから、売上高250,522

千円（前年同期比143.6％増）、営業利益13,872千円（前年同期は11,645千円の営業損失）となりました。 

4）米国 

 米国では、グラフィックス関連（当社製品及び産業用液晶モニターの販売）とターンキーサービス関連を中心に

事業を行っております。新規連結子会社（WIDE USA Corporation）の取得により、売上高189,476千円（前年同期

比108.7％増）、営業損失4,095千円（前年同期は18,945千円の営業損失）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、資金）については、以下の活動により、前連結会計年

度末と比べ211,936千円減少し、当中間連結会計期間末には2,345,027千円となりました。当中間連結会計期間にお

ける各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は158,149千円（前年同期は44,093千円の獲得）となりました。 

 これは主に売上債権の減少334,740千円等の増加要因がありましたが、税金等調整前中間純損失377,468千円及び

その他流動負債の減少145,725千円等の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は1,987,848千円（前年同期は8,825千円の使用）となりました。 

 これは主に新規連結子会社であるWIDE社の株式取得による収入350,609千円及び同社のリストラによる素材事業

の売却による収入1,483,413千円等の増加要因によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は2,040,191千円（前年同期はキャッシュ・フローへの影響はなし）となりまし

た。 

 これはWIDE社の素材事業売却に伴う短期借入金の返済による支出661,873千円及び長期借入金の返済による支出

747,203千円と当社及びWIDE社の新株予約権付社債の償還による支出631,114千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

グラフィックス関連事業 482,934 52.2 60.9 

ターンキーサービス関連事業 309,492 171.0 39.1 

合計 792,427 71.6 100.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

グラフィックス関連事業 1,168,563 152.9 729,208 46,298.9 

部材関連事業 298,089 66.4 39,939 51.7 

ターンキーサービス関連事業 360,339 240.3 198,783 121.6 

合計 1,826,993 134.0 967,931 399.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

グラフィックス関連事業 500,633 55.0 44.7 

部材関連事業 311,869 72.0 27.9 

ターンキーサービス関連事業 306,852 172.2 27.4 

合計 1,119,355 73.6 100.0 



３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち「内部管理体制の強化」に関する課題については、新規連結子会社２社

の増加により、次のように変更しております。 

 「内部管理体制の強化」 

 当社グループは、平成19年9月30日現在、取締役4名、監査役3名、従業員99名の規模に成長し、米国、韓国、台湾

に子会社を有しております。しかしながら、社内管理体制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大き

いというのが現状であります。業容の拡大に伴い、組織的な経営の基盤や内部管理体制の整備の重要性が増してお

り、人員の増強や社内管理体制の一層の充実及びコンプライアンス体制の強化を図っていく方針であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間は、グラフィックス関連について研究開発を進めております。産業用グラフィックス事業で

は、医療機器向け液晶モニターの品質管理を行うアプリケーションソフトや医療画像閲覧用アプリケーションソフト

の開発を行いました。また、アミューズメント事業は、世界最高水準の圧縮技術を採用した新型の遊技機器向けグラ

フィックスLSIの研究を進めました。以上の結果、研究開発費は75,701千円（前年同期比24.0％減）となりました。 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

兼松㈱ 724,712 47.6 － － 

WIDE Corporation 200,895 13.2 － － 

A.C.R.ELEC-CHEM(KUNSHAN)CO.,

LTD. 
－ － 203,604 18.2 

I&C TECHNOLOGY CO.,LTD. － － 168,034 15.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、株式の取得により新たに連結子会社が増え、主要な設備が増加いたしました。その

設備の状況は、以下のとおりであります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
工具器具及
備品 

合計 

WIDE Corporation 
本社（Cheongwon-

Gun,Korea）   

グラフィック

ス関連  

製造・販売設

備等  
－ 366 126,986 127,352 62 

WIDE USA Corpration 
本社

（Arizona,U.S.A）  

グラフィック

ス関連  

管理・販売設

備等  
－ 2,023 7,025 9,048 5 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月25日定時株主総会決議及び平成15年７月14日取締役会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 161,950 

計 161,950 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日現在） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日現在）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 41,187.30 41,187.30 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式 

計 41,187.30 41,187.30 － － 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 418 355 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 418 355 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 142,040円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年6月26日 

至 平成25年6月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  142,040 

資本組入額  71,020 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者は、権利行使時において、当社ならび

に子会社の取締役、監査役および従業員の地

位にあることを有するものとする。ただし、

諸般の事情を考慮の上、取締役会が特例とし

て承認した場合にはこの限りでない。 

対象者が死亡した場合、相続は認めない。 

その他の条件については、平成15年6月25日開

催の第7回定時株主総会決議及び平成15年7月

14日開催の取締役会決議に基づき、当社と対

象者との間で締結する新株予約権付与契約書

に定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
－ － 



②新株予約権付社債 

 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成17年12月22日取締役会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 1,200,000 1,200,000 

新株予約権の数（個） 24 24 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 22,498.37 22,498.37 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 53,337.2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年12月26日 

至 平成20年12月19日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  53,337.2 

資本組入額  26,668.6 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場

合には、期限の利益の喪失日以降、本新株予

約権を行使することはできない。また、各本

新株予約権の一部行使はできないものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡す

ることはできない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
－ － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
－ 41,187.30 － 3,022,725 － 3,489,224 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

杉山 尚志 神奈川県横浜市鶴見区 4,962 12.0 

株式会社図研 神奈川県横浜市都筑区荏田東2－25－1 1,980 4.8 

前田 利夫 神奈川県茅ヶ崎市 1,050 2.5 

江田 幹雄 島根県松江市 852 2.1 

伊東 厚彦 神奈川県横浜市港北区 628 1.5 

松井 秀紀 山形県酒田市 589 1.5 

佐々木 規仁 千葉県浦安市 530 1.3 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1－9－1 485 1.2 

菊池 幸久 神奈川県横浜市港北区 383 0.9 

松井証券株式会社（一般信用

口） 
東京都千代田区麹町1－4 376 0.9 

計 － 11,835 28.7 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      1 － 
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,186  41,186 同上 

端株 普通株式      0.30 － 同上 

発行済株式総数 41,187.30 － － 

総株主の議決権 － 41,186 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社リアルビジョン 
横浜市港北区新横浜

3-1-4 
1.30 － 1.30 0.0 

計 － 1.30 － 1.30 0.0 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 65,000 64,000 62,000 59,700 51,300 40,800 

最低（円） 49,900 45,600 49,650 46,800 33,600 30,200 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはあずさ監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより中間監査を受けてお

ります。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間   あずさ監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間   監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     1,562,321 1,297,617   2,538,763 

２．受取手形及び売掛
金 

＊３   1,343,479 1,032,217   1,282,922 

３．有価証券     650,809 1,047,409   18,201 

４．たな卸資産     492,788 1,102,311   317,843 

５．その他     50,457 213,405   49,083 

貸倒引当金     △120 △200,602   － 

流動資産合計     4,099,736 71.5 4,492,359 83.6   4,206,813 79.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊２   46,035 181,075   40,448 

２．無形固定資産           

(1）のれん   －   183,898 －   

(2）ソフトウェア   48,687   25,273 32,549   

(3）電話加入権   700   700 700   

(4）その他   － 49,387 196,603 406,476 － 33,249 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,438,897   89,011 1,441,636   

(2）繰延税金資産   23,270   － 24,120   

(3）その他 ＊１ 76,365   202,535 61,196   

貸倒引当金   △315   － △315   

投資損失引当金   － 1,538,218 － 291,547 △535,320 991,318 

固定資産合計     1,633,642 28.5 879,099 16.4   1,065,015 20.2

資産合計     5,733,379 100.0 5,371,458 100.0   5,271,829 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    146,991 128,744   144,595 

２．短期借入金     － 447,459   － 

３．賞与引当金     26,746 18,311   22,055 

４．製品保証引当金     － 12,275   － 

５．返品調整引当金     － 5,436   － 

６．事業整理損失引当
金 

    － 15,189   － 

７．その他     67,775 223,788   103,635 

流動負債合計     241,512 4.2 851,206 15.9   270,285 5.1

Ⅱ 固定負債           

１．新株予約権付社債 ＊４   1,700,000 1,218,117   1,700,000 

２．繰延税金負債     53,210 104   53,968 

３．退職給付引当金     23,930 61,670   21,556 

固定負債合計     1,777,140 31.0 1,279,892 23.8   1,775,524 33.7

負債合計     2,018,653 35.2 2,131,098 39.7   2,045,810 38.8

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     3,022,725 52.7 3,022,725 56.3   3,022,725 57.3

２．資本剰余金     3,489,224 60.9 3,489,224 65.0   3,489,224 66.2

３．利益剰余金     △2,969,147 △51.8 △3,768,433 △70.2   △3,462,944 △65.7

４．自己株式     △241 △0.0 △241 △0.0   △241 △0.0

株主資本合計     3,542,560 61.8 2,743,274 51.1   3,048,762 57.8

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    68,599 1.2 △1,711 △0.0   69,977 1.4

２．為替換算調整勘定     10,476 0.2 58,619 1.0   11,682 0.2

評価・換算差額等合
計 

    79,075 1.4 56,908 1.0   81,660 1.6

Ⅲ 少数株主持分     93,089 1.6 440,176 8.2   95,596 1.8

純資産合計     3,714,725 64.8 3,240,359 60.3   3,226,018 61.2

負債純資産合計     5,733,379 100.0 5,371,458 100.0   5,271,829 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,521,523 100.0 1,119,355 100.0   2,828,769 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,116,478 73.4 1,075,127 96.0   2,096,914 74.1

売上総利益     405,045 26.6 44,227 4.0   731,855 25.9

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

＊１   323,316 21.2 425,135 38.0   618,261 21.9

営業利益（△損
失） 

    81,728 5.4 △380,907 △34.0   113,593 4.0

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   3,631   4,498 8,833   

２．為替差益   －   17,254 565   

３．業務受託収入   6,000   3,000 12,000   

４．雑収入   1,751 11,382 0.7 10,439 35,193 3.1 1,874 23,273 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   －   18,984 －   

２．投資有価証券評
価損 

  －   6,756 －   

３．保険積立金解約
損 

  1,282   1,758 1,282   

４．為替差損   2,043   － －   

５．固定資産除却損   －   － 1,452   

６．雑損失   896 4,221 0.3 407 27,906 2.5 995 3,729 0.1

経常利益（△損
失） 

    88,889 5.8 △373,621 △33.4   133,137 4.7

Ⅵ 特別利益           

１．営業譲渡利益   －   59,680 －   

２．補償金収入   －   15,975 －   

３．貸倒引当金戻入
益 

  －   － 120   

４．その他   － － － 14 75,670 6.8 － 120 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．事業整理損失   －   42,136 －   

２．社債償還損   －   14,799 －   

３．事業整理損失引
当金繰入額 

  －   14,693 －   

４．投資損失引当金
繰入額 

  －   － 535,320   

５．その他   － － － 7,887 79,516 7.1 － 535,320 18.9

税金等調整前中間
（当期）純利益
（△純損失） 

    88,889 5.8 △377,468 △33.7   △402,063 △14.2

法人税、住民税及
び事業税 

  1,054   708 2,423   

法人税等調整額   △258 795 0.1 23,893 24,601 2.2 △516 1,907 0.1

少数株主損失     11,717 0.7 96,581 8.6   9,983 0.4

中間（当期）純利
益（△純損失） 

    99,810 6.6 △305,488 △27.3   △393,986 △13.9

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,068,958 △241 3,442,749 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益     99,810   99,810 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － 99,810 － 99,810 

平成18年９月30日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △2,969,147 △241 3,542,560 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 44,731 11,013 55,744 103,553 3,602,048 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益         99,810 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
23,868 △537 23,331 △10,464 12,866 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
23,868 △537 23,331 △10,464 112,677 

平成18年９月30日 残高（千円） 68,599 10,476 79,075 93,089 3,714,725 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,462,944 △241 3,048,762 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失     △305,488   △305,488 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － △305,488 － △305,488 

平成19年９月30日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,768,433 △241 △2,743,274 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 69,977 11,682 81,660 95,596 3,226,018 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失         △305,488 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△71,688 46,937 △24,751 344,580 319,828 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△71,688 46,937 △24,751 344,580 14,340 

平成19年９月30日 残高（千円） △1,711 58,619 56,908 440,176 3,240,359 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,068,958 △241 3,442,749 

連結会計年度中の変動額          

当期純損失     △393,986   △393,986 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － △393,986 － △393,986 

平成19年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,462,944 △241 3,048,762 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 44,731 11,013 55,744 103,553 3,602,048 

連結会計年度中の変動額          

当期純損失         △393,986 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
25,246 668 25,915 △7,957 17,957 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
25,246 668 25,915 △7,957 △376,029 

平成19年３月31日 残高（千円） 69,977 11,682 81,660 95,596 3,226,018 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 
（△純損失） 

  88,889 △377,468 △402,063

減価償却費   9,779 21,310 19,782

無形固定資産償却額   20,809 20,897 37,642

のれん償却額   － 4,715 －

貸倒引当金の増減額   － 25,650 △120

投資損失引当金の増
減額 

  － － 535,320

賞与引当金の増減額   △6,938 △3,783 △11,730

製品保証引当金の増
減額 

  － △1,991 －

返品調整引当金の増
減額 

  － △882 －

事業整理損失引当金
の増減額 

  － 14,693 －

退職給付引当金の増
減額 

  △1,881 △17,043 △4,508

受取利息   △3,631 △4,498 △8,833

為替差損益   1,037 △9,505 400

支払利息   － 18,984 －

営業譲渡益   － △59,680 －

補償金収入   － △15,975 －

投資有価証券評価損   － 6,756 －

社債償還損   － 14,799 －

保険積立金解約損   － 1,758 －

売上債権の増減額   △29,460 334,740 34,596

たな卸資産の増減額   △112,321 153,571 63,123

前渡金の増減額   52,680 △31,540 45,793

未収入金の増減額   176 △9,009 463

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の増減額   22,852 △24,084 16,332

その他流動資産の増
減額 

  36,737 △10,676 45,448

前受金の増減額   7,900 △53,672 28,008

その他流動負債の増
減額 

  △54,193 △145,725 △41,072

その他   9,843 15,153 27,224

小計   42,281 △132,505 385,809

利息の受取額   3,542 9,178 9,050

利息の支払額   － △32,247 －

法人税等の支払額   △1,730 △2,574 △1,771

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  44,093 △158,149 393,087

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻しに
よる収入 

  － 168,854 －

有形固定資産の取得
による支出 

  △8,167 △33,670 △13,837

無形固定資産等の取
得による支出 

  △1,507 － △2,201

連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による収入 

  － 350,609 －

敷金・保証金の支出   － △6,794 －

事業の売却による収
入 

  － 1,483,413 －

補償金の収入   － 15,975 －

保険積立金解約によ
る収入 

  － 9,130 －

その他   848 329 1,259

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △8,825 1,987,848 △14,779

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の返済に
よる支出 

  － △661,873 －

長期借入金の返済に
よる支出 

  － △747,203 －

新株予約権付社債の
償還による支出 

  － △631,114 －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  － △2,040,191 －

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △365 △1,444 426

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  34,901 △211,936 378,735

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,178,229 2,556,964 2,178,229

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

＊１
2,213,130 2,345,027 2,556,964



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

(1）連結子会社の数   ７社 

連結子会社名 

RVU，INC 

株式会社リアルビジョン北九州

MacroTech Semiconductor  

Corporation 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA) 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI) 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

TSUNAMI2004-1号投資事業組合  

(1）連結子会社の数   ９社 

連結子会社名 

RVU，INC 

株式会社リアルビジョン北九州

MacroTech Semiconductor  

Corporation 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA) 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI) 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

WIDE Corporation 

WIDE USA Corporation 

WIDE Corporation、

WIDE USA Corporationについて

は、当中間連結会計期間におい

てWIDE Corp.株式の取得によっ

て新たに子会社となったため、

当中間連結会計期間より連結の

範囲に含めております。 

(1）連結子会社の数   ７社 

連結子会社名 

RVU，INC 

株式会社リアルビジョン北九州

MacroTech Semiconductor  

Corporation 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA) 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI) 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

  

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC) 

（連結の範囲から除いた理由）

総資産、売上高、中間純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

MacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC) 

（連結の範囲から除いた理由）

総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

同左  持分法を適用していない非連結

子会社は、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、

MacroTech Semiconductor 

Corporation、

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)、

MacroTech Semiconductor  

Corporation(BVI)、 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合、

TSUNAMI2004-1号投資事業組合の中

間決算日は6月末日であります。中

間連結財務諸表の作成にあたって

は、各子会社の中間決算日現在の

財務諸表を使用しております。た

だし、中間決算日が連結中間決算

日と異なる上記５社については、

連結中間決算日までの期間に発生

した重要な取引について、連結上

必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、

MacroTech Semiconductor 

Corporation、

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)、

MacroTech Semiconductor  

Corporation(BVI)、 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合、

TSUNAMI2004-1号投資事業組合、

WIDE Corporation、

WIDE USA Corporation.の中間決算

日は6月末日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、各子会社の中間決算日現在

の財務諸表を使用しております。

ただし、中間決算日が連結中間決

算日と異なる上記７社について

は、連結中間決算日までの期間に

発生した重要な取引について、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 連結子会社のうち、

MacroTech Semiconductor  

Corporation、

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)、

MacroTech Semiconductor  

Corporation(BVI)、 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合、

TSUNAMI2004-1号投資事業組合の決

算日は12月末日であります。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、各子会社の決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、決算日が連結決算日と異なる

上記５社については、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引

について、連結上必要な調整を行

っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  

  

  

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法及び償却原価法（定額

法） 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

  

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  

  

  

③ たな卸資産 

製品……当社及び国内連結

子会社は移動平均

法による原価法、

在外連結子会社は

主として移動平均

法による低価法 

③ たな卸資産 

製品……同左 

③ たな卸資産 

製品……同左 

  原材料…当社及び国内連結

子会社は移動平均

法による原価法、

在外連結子会社は

主として移動平均

法による低価法 

原材料…同左 原材料…同左 

  仕掛品…当社及び国内連結

子会社は移動平均

法による原価法及

び個別法による原

価法、在外連結子

会社は主として移

動平均法による低

価法 

仕掛品…同左 仕掛品…同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  

  

  

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は主

として定額法によっておりま

す。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ３～15年

工具器具及び備

品 
２～20年

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は主

として定額法によっておりま

す。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間より法

人税法の改正に伴い、従前よ

り所有している有形固定資産

の残存価格については、5年間

の均等償却を行う方法を採用

しております。これに伴う損

益に与える影響は軽微であり

ます。 

建物 ３～15年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備

品 
２～20年

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は主

として定額法によっておりま

す。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ３～15年

工具器具及び備

品 
２～20年

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  

  

ソフトウェア 

 市場販売目的のソフトウ

ェアについては、販売可能

な有効期間（３年）に基づ

く定額法、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間（２

～５年）に基づく定額法に

よっております。 

ソフトウェア 

同左 

ソフトウェア 

同左 

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

②   ───── ②   ───── ② 投資損失引当金 

 市場価格のない有価証券等

に対し、将来発生する可能性

のある損失に備えるため、投

資先の財政状態等を勘案し、

必要と認められる額を計上し

ております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より投資損

失引当金を計上しておりま

す。この変更は投資先の財政

状態の一時的な悪化を適時に

当社の投資勘定に反映させ、

財務内容の健全化を図るため

に行ったものであります。こ

の変更に伴い、従来の方法に

よった場合と比較して税金等

調整前当期純損失は535,320千

円多く計上されております。 

  

  

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備

えるため、当中間連結会計期

間に負担すべき支給見込額を

計上しております。 

③ 賞与引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備

えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上

しております。 

  

  

④   ───── ④ 事業整理損失引当金 

 ターンキーサービス関連事

業整理に伴う損失に備えるた

め、当該損失見込額を計上し

ております。 

④   ───── 

  

  

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。なお、当

社及び国内連結子会社につい

ては簡便法（退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法）により

計上しております。会計基準

変更時差異については、15年

による均等額を費用処理して

おります。数理計算上の差異

については、発生した各連結

会計年度における従業員の平

均残存勤務期間による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、計上

しております。なお、当社及

び国内連結子会社については

簡便法（退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法）により計上

しております。会計基準変更

時差異については、15年によ

る均等額を費用処理しており

ます。数理計算上の差異につ

いては、発生した各連結会計

年度における従業員の平均残

存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  

  

⑥   ───── ⑥ 製品保証引当金 

 販売が終了している製品に

対する保証費用の発生に備え

るため、保証期間内での過去

の実績に基づく見込額を計上

しております。 

⑥   ───── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

⑦   ───── ⑦ 返品調整引当金 

 製品の返品による損失に備

えるため、過去の返品実績率

に基づく返品損失見込額を計

上しております。 

⑦   ───── 

  

  

(4)  ───── (4) 研究開発費の処理方法 

 研究開発費は発生時に費用処

理しておりますが、

WIDE Corporationについては、

一定の条件を全て満たす研究開

発費は資産計上し、関連製品の

生産時点から5年で償却しており

ます。なお、当中間連結会計期

間末の当該残高は、196,603千円

であり、無形固定資産「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(4)  ───── 

  

  

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

  

  

(6) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

(7)  ───── (7) のれんの償却に関する事項 

 のれんは10年間で均等償却し

ております。 

(7)  ───── 

  (8) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

  

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

② 法人税等の会計処理の方法 

 当中間連結会計期間にかか

る納付税額及び法人税等調整

額の計算に当たっては、当事

業年度に予定している特別償

却準備金の取崩額を課税所得

に反映させております。 

② 法人税等の会計処理の方法 

同左 

②   ───── 

  

  

  

③ 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用してお

ります。 

③ 連結納税制度の適用 

同左 

③ 連結納税制度の適用 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）に基づき、当中間連結会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は3,621,636千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 法人税法等の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年3月

30日 法律第6号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成19

年3月30日 政令第83号））に伴い、

当中間連結会計期間から、平成19年4

月1日以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規定

する償却方法に基づき、減価償却費

を計上しております。      

 なお、この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）に基づき、当連結会計年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は3,130,422千円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「未

収入金」（当中間連結会計期間末の残高は4,295千円）

は、当中間連結会計期間末において資産の総額の100分の

5以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表示

することにいたしました。 

─────  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

＊１．    ───── ＊１．仮差押えに係る供託金 

   88,578千円

  （ 665,000千ウォン）

＊１．    ───── 

＊２．有形固定資産の減価

償却累計額 
    247,834千円

＊２．有形固定資産の減価

償却累計額 
    337,907千円

＊２．有形固定資産の減価

償却累計額 
 163,927千円

＊３．期末日満期手形の会計処理 

 中間連結会計期間末日満期手形は、手

形交換日をもって決済処理しています。

なお、当中間連結会計期間末が金融機関

の休日であったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が、中間連結会計期間

末日残高に含まれております。 

受取手形     48,723千円

＊３．    ───── ＊３．    ───── 

＊４．    ───── ＊４．新株予約権付社債 

 1,218,117千円の内、1,200,000千円が

当社第1回無担保転換社債型新株予約権

付社債であります。なお、転換価額の修

正及び繰上償還については、以下のとお

りであります。 

①転換価額の修正 

 転換価額は当初143,000円（当該社債

の発行決議日〔平成17年12月6日〕の終

値）で決定され、平成18年12月22日まで

の約1年間、転換価額の修正条項は適用

されませんが、平成18年12月22日以降、

転換価額は自動的に株式時価をベースに

毎月1回、修正が行われます。なお、転

換価額の修正の上限価額は160,011.6

円、下限価額は53,337.2円であります。 

②繰上償還 

 当該社債には当社の選択によりいつで

も行使することが可能なコールオプショ

ン及び当該社債の割当先であるかざか証

券の選択によりいつでも行使することが

可能なプットオプションが付されており

ます。株価の状況次第では当社自身もし

くはかざか証券の選択により当該社債の

全部または一部を繰上償還することが可

能となっております。 

＊４．新株予約権付社債 

 第1回無担保転換社債型新株予約権付

社債1,700,000千円であります。なお、

転換価額の修正及び繰上償還について

は、以下のとおりであります。 

  

①転換価額の修正 

同左 

  

 

   

  

  

  

  

  

②繰上償還 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ５．偶発債務  

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラ

フィックスボードの量産製品の発注に関

し750,546千円の損害賠償請求訴訟の提

起を平成17年3月3日付で当社は受けまし

た。当社は、審理の過程で当社に損害賠

償義務がないことを主張し、見解の相違

を正してゆく方針であります。 

 ５．    ─────  ５．    ───── 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権に関する事項 

 （注）１．一括法により負債に計上される転換社債型新株予約権付社債であります。 

 ２．権利行使の可能な新株予約権であります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

１）給料手当 80,019千円

２）賞与引当金繰入額 14,490千円

３）退職給付費用 2,541千円

４）研究開発費  99,560千円

１）給料手当 99,836千円

２）賞与引当金繰入額 11,203千円

３）退職給付費用 4,786千円

４）研究開発費  75,701千円

５）業務委託費  44,882千円

６）貸倒引当金繰入額  25,685千円

７）のれん償却額  4,715千円

１）給料手当 163,700千円

２）賞与引当金繰入額 13,552千円

３）退職給付費用 3,946千円

４）研究開発費 185,590千円

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 41,187.30 － － 41,187.30 

合計 41,187.30 － － 41,187.30 

自己株式        

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 
平成17年12月新株予約権（注） 普通株式 11,888.11 － － 11,888.11 －

合計 － 11,888.11 － － 11,888.11 －



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権に関する事項 

 （注）１．一括法により負債に計上される転換社債型新株予約権付社債であります。 

 ２．当中間連結会計期間増加は、転換社債型新株予約権付社債の転換価格の修正によるものであります。 

 ３．当中間連結会計期間減少は、転換社債型新株予約権付社債の一部償還によるものであります。 

 ４．権利行使の可能な新株予約権であります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 41,187.30 － － 41,187.30 

合計 41,187.30 － － 41,187.30 

自己株式        

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

平成17年12月新株予約権

（注） 
普通株式 24,937.03 6,935.65 9,374.31 22,498.37 －

合計 － 24,937.03 6,935.65 9,374.31 22,498.37 －



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権に関する事項 

 （注）１．一括法により負債に計上される転換社債型新株予約権付社債であります。 

 ２．当連結会計年度増加は、転換社債型新株予約権付社債の転換価格の修正によるものであります。 

 ３．権利行使の可能な新株予約権であります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 41,187.30 － － 41,187.30 

合計 41,187.30 － － 41,187.30 

自己株式        

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

平成17年12月新株予約権

（注） 
普通株式 11,888.11 13,048.92 － 24,937.03 －

合計 － 11,888.11 13,048.92 － 24,937.03 －

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

＊１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在）

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,562,321千円

有価証券勘定 650,809千円

現金及び現金同等物 2,213,130千円

現金及び預金勘定 1,297,617千円

有価証券勘定 1,047,409千円

現金及び現金同等物 2,345,027千円

現金及び預金勘定 2,538,763千円

有価証券勘定 18,201千円

現金及び現金同等物 2,556,964千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産（工具器
具及び備
品） 

8,800 7,883 916 

ソフトウェ
ア 

4,790 3,352 1,437 

合計 13,590 11,236 2,353 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

ソフトウェ
ア 

4,790 4,310 479

合計 4,790 4,310 479

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

ソフトウェ
ア 

4,790 3,831 958

合計 4,790 3,831 958

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,934千円

１年超   494千円

合計      2,429千円

１年内 494千円

１年超 －   

合計       494千円

１年内 986千円

１年超 －千円

合計 986千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,650千円

減価償却費相当額  1,578千円

支払利息相当額 31千円

支払リース料  497千円

減価償却費相当額  478千円

支払利息相当額 5千円

支払リース料 3,109千円

減価償却費相当額 2,974千円

支払利息相当額 46千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得相当

額との差額を利息相当額とし、各期への

配分法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,755千円

１年超 3,059千円

合計       6,815千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 2,067千円

合計     3,059千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 2,563千円

合計 3,556千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当はありません。 

２）その他有価証券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

３）時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当はありません。 

２）その他有価証券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

３）時価評価されていない主な有価証券の内容 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

非上場外国株式 808,337 

非上場外国債券 600,960 

マネー・マネージメント・ファンド 412,687 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 198,080 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 40,041 

非上場国内債券 24,000 

非上場国内株式 5,600 

合計 2,089,706 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

マネー・マネージメント・ファンド 1,047,409 

非上場外国株式 59,411 

非上場国内債券 24,000 

非上場国内株式 5,600 

合計 1,136,421 



前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

２）その他有価証券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

３）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 デリバティブ取引として先物為替予約取引を利用しておりますが、当中間連結会計期間中に全額決済いたしま

したので、当中間連結会計期間末には残高はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 デリバティブ取引として先物為替予約取引を利用しておりますが、当中間連結会計期間中に全額決済いたしま

したので、当中間連結会計期間末には残高はありません。 

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

 デリバティブ取引として先物為替予約取引を利用しておりますが、当連結会計年度中に全額決済いたしました

ので、当連結会計年度末には残高はありません。 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

非上場外国株式 810,116 

非上場外国債券 601,920 

非上場国内債券 24,000 

マネー・マネージメント・ファンド 18,201 

非上場国内株式 5,600 

合計 1,459,837 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

  平成15年７月ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 3名、当社監査役 1名、当社従業員 45名、

当社子会社従業員 9名、当社従業員として採用を予定す

る者 1名 

 ストック・オプション数 （注）１ 普通株式 1,000株 

 付与日 平成15年７月22日 

 権利確定条件 

 対象者は、権利行使時において、当社ならびに子会社の取

締役、監査役および従業員の地位にあることを有するもの

とする。ただし、諸般の事情を考慮の上、取締役会が特例

として承認した場合にはこの限りでない。 

 対象勤務期間  定めておりません。 

 権利行使期間 
自 平成17年６月26日 

至 平成25年６月25日 

 権利行使価格（円） 142,040円 

 付与日における公正な評価単価（円） （注）２   － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスＬＳＩ、グラフィックスボード、ソフト開発等 

(2) 部材関連：液晶部材等の原材料の輸出取引等 

(3) ターンキーサービス関連：ＬＳＩ及びボード等の設計・製造サービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（84,636千円）の主なものは、親会社の管

理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスＬＳＩ、グラフィックスボード、ソフト開発、産業用液晶モニター

の販売等 

(2) 部材関連：液晶部材等の原材料の輸出取引等 

(3) ターンキーサービス関連：ＬＳＩ及びボード等の設計・製造サービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（87,898千円）の主なものは、親会社の管

理部門に係る費用であります。 

  
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

ターンキー
サービス関
連 
（千円） 

計   
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 910,404 432,941 178,178 1,521,523 － 1,521,523 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 122 122 △122 － 

計 910,404 432,941 178,301 1,521,646 △122 1,521,523 

営業費用 732,476 420,693 205,242 1,358,412 81,382 1,439,795 

営業利益 177,927 12,248 － 163,233 － 81,728 

営業損失 － － 26,941 － 81,505 － 

  
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

ターンキー
サービス関
連 
（千円） 

計   
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 500,633 311,869 306,852 1,119,355 － 1,119,355 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 500,633 311,869 306,852 1,119,355 － 1,119,355 

営業費用 813,941 306,813 294,642 1,415,397 84,865 1,500,262 

営業利益 － 5,055 12,209 － － － 

営業損失 313,307 － － 296,042 84,865 380,907 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスＬＳＩ、グラフィックスボード、ソフト開発等 

(2) 部材関連：液晶部材等の原材料の輸出取引等 

(3) ターンキーサービス関連：ＬＳＩ及びボード等の設計・製造サービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（179,138千円）の主なものは、親会社の

管理部門に係る費用であります。 

  
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

ターンキー
サービス関
連 
（千円） 

計   
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 1,437,228 843,698 547,842 2,828,769 － 2,828,769 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 275 275 △275 － 

計 1,437,228 843,698 548,118 2,829,044 △275 2,828,769 

営業費用 1,146,148 821,333 576,689 2,544,171 171,004 2,715,176 

営業利益 291,080 22,365 － 284,873 － 113,593 

営業損失 － － 28,571 － 171,280 － 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) その他…英国領バージン諸島 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(84,636千円)の主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(87,898千円)の主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。 

３．当中間連結会計期間より、新規連結子会社の取得により「韓国」を表示しております。 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
台湾 

（千円） 
その他 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 1,327,860 90,805 102,857 － 1,521,523 － 1,521,523 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
15,368 6,925 148,859 － 171,153 △171,153 － 

計 1,343,229 97,730 251,717 － 1,692,677 △171,153 1,521,523 

営業費用 1,138,690 116,676 263,362 72 1,518,801 79,006 1,439,795 

営業利益 204,539 － － － 173,876 － 81,728 

営業損失 － 18,945 11,645 72 － 92,147 － 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
台湾 

（千円） 
韓国 

（千円） 
計  

（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 395,884 189,476 250,522 283,471 1,119,355 － 1,119,355 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
155,287 7,364 51,672 68,501 282,825 △282,825 － 

計 551,171 196,841 302,194 351,972 1,402,180 △282,825 1,119,355 

営業費用 665,563 200,937 288,322 519,276 1,674,100 △173,838 1,500,262 

営業利益 － － 13,872 － － － － 

営業損失 114,392 4,095 － 167,304 271,919 108,987 380,907 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) その他…英国領バージン諸島 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179,138千円)の主なものは、親会社の管

理部門に係る費用であります。 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
台湾 

（千円） 
その他 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 2,259,750 159,954 409,065 － 2,828,769 － 2,828,769 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
49,029 14,043 207,665 － 270,738 △270,738 － 

計 2,308,780 173,997 616,730 － 3,099,507 △270,738 2,828,769 

営業費用 1,937,840 198,689 622,026 242 2,758,799 △43,623 2,715,176 

営業利益 370,939 － － － 340,708 － 113,593 

営業損失 － 24,692 5,296 242 － 227,114 － 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア…韓国、台湾、中国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア…韓国、台湾、中国等 

(2) その他…イギリス、ロシア、スペイン等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア…韓国、台湾、中国、マレーシア 

(2) その他…イタリア、イギリス、ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 594,490 39,826 － 634,316 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,521,523 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
39.1 2.6 － 41.7 

  アジア 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 798,429 161,139 87,757 1,047,326 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,119,355 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
71.3 14.4 7.8 93.5 

  アジア 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,353,393 81,970 1,368 1,436,731 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 2,828,769 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
47.8 2.9 0.1 50.8 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 87,933円68銭

１株当たり中間純利

益 
2,423円42銭

１株当たり純資産額  67,988円71銭

１株当たり中間純損

失 
7,417円29銭

１株当たり純資産額 76,006円96銭

１株当たり当期純損

失 
9,566円04銭

 潜在株式調整後1株当たり中間純利

益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 潜在株式調整後1株当たり中間純利

益については、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載してお

りません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（△純損失） 

（千円） 
99,810 △305,488 △393,986 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△純損失）（千円） 
99,810 △305,488 △393,986 

期中平均株式数（株） 41,186 41,186 41,186 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数 

479個） 

普通株式479株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式11,888.11

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数

418個） 

普通株式418株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式22,498.37

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数

418個） 

普通株式418株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式24,937.03

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 平成17年３月３日付で東京地方裁判所において（訴状到達日 平成17年３月24日）株式会社朋栄(以下、朋栄社）よ

り訴訟の提起を受けておりました損害賠償請求事件について、平成18年11月17日下記の通り判決の言い渡しがありまし

た。なお、朋栄社より控訴の申し立てはなく、判決（当社の勝訴）が確定いたしました。 

１．訴訟を提起した者 

（１） 氏名 株式会社朋栄 代表取締役 清原 慶三 

（２） 住所 東京都渋谷区恵比寿３－８－１ 

２．訴訟の内容及び請求金額 

（１） 訴訟の内容 損害賠償請求事件 

（２） 請求金額 金750,546,092円 

３．判決の要旨 

（１） 原告の請求を棄却する。 

（２） 訴訟費用は原告の負担とする。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

Ⅰ．子会社WIDE Corp.の第三者割当増資等の件 

当社子会社で、産業用液晶モニターメーカーである韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）につき、平成19年10月に韓

国の大手金融グループであるMirae AssetグループのMirae Asset Venture Investment Co.,Ltd（以下、

Mirae Asset VC）等に対し、第三者割当増資等を行い、2,241,994千ウォン（282,715千円）（注1）を調達いたしま

した。 

１．WIDE社の第三者割当増資の経緯と目的 

WIDE社はサムスングループ出身者が中心となり、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産

業用液晶モニターの開発・製造・販売会社で、平成19年5月に当社が子会社化（平成19年6月30日現在持分比率：

45.5％）（注2）いたしました。 

WIDE社はこれまで培った液晶技術を応用し、新事業として素材事業を行ってまいりましたが、当該事業につき、

設備資金の負担が重く、量産化への追加投資が困難なことから、同社の平成18年12月期決算において当該事業から

撤退し、産業用液晶モニター事業に同社の経営資源を集中させることを決断いたしました。平成19年5月に当該事業

の土地・建物等を売却し、当該事業のリストラが完了いたしました。 

一方、産業用液晶モニター事業は、平成19年12月期の販売計画と比較し、素材事業のリストラに注力していたこ

ともあり、これまで低調な状況となっておりましたが、リストラが完了し、ようやく復調の兆しが見え始めており

ます。従来の医療機器向け液晶モニターが堅調に推移していることに加え、航空管制の表示機器が、現在、CRTモニ

ターから大型液晶モニターへ切替えが急速に進んでおり、WIDE社の航空管制向け液晶モニターは、韓国、欧州等で

受注実績を積上げております。また、韓国の造船業は世界第1位の実績を誇っておりますが、WIDE社は船舶向け液晶

モニターの販売も開始し、韓国の大手造船会社に導入が決定しております。 

以上、素材事業のリストラが完了し、産業用液晶モニター事業において医療機器向けに加え航空管制向け及び船

舶向けというあらたな成長分野が見えてきたことから、今般、韓国の大手金融グループであるMirae Assetグループ

のMirae Asset VCが、WIDE社の第三者割当増資に応じたほか、株主割当を実施し、産業用液晶モニター事業を積極

的に展開する為の事業資金として2,241,994千ウォン（282,715千円）（注1）を調達いたしました。 

２．今後の方針 

Mirae Assetグループ（http://www.miraeasset.com）は平成9年7月に韓国ソウル市に設立された金融グループで

す。現在、投資信託会社、生命保険会社、証券会社、ベンチャーキャピタル等を有し、平成18年2月には同グループ

の証券会社を韓国証券取引所（KSE:Korea Stock Exchange）に上場させる等、韓国でも最大手の金融グループに成

長しております。 

今般の第三者割当増資によりMirae Asset VCのWIDE社への持分比率は、平成19年11月14日現在、13.6％になり、

当社に次ぐ第2位の大株主になります。当社は、今後、Mirae Asset VC 及びMirae Assetグループとの連携を深め、

早期にWIDE社の上場を目指してまいります。 

（注1）参考として、平成19年10月1日現在の為替レート1ウォン＝0.1261円を基準に、韓国ウォンを日本円に換算

しております。 

（注2）当社持分比率は、当社が直接保有する持分に、当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及び

TSUNAMI2004-1号投資事業組合の持分の中の当社持分のみを加え算出しております。 



（注3）今般の第三者割当増資等の後、WIDE社への当社持分比率は、平成19年11月14日現在、39.0％になっており

ますが、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使すれば、当社の持分比率

は40％以上で維持されます。加えて、技術・資金等において緊密な関係にあることから、実質基準を適用

し、当社子会社となります。 

Ⅱ．子会社解散の件 

当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合について、両組合の業務執行組

合員である株式会社ツナミネットワークパートナーズ（以下、（株）TNP）に対し、組合解散の申し出を行うことを

平成19年10月22日開催の取締役会で決議いたしました。 

１．解散する子会社について 

 ① TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

 ② TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

２．解散の理由 

当社は、TSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合に平成14年12月及び平成16年6月に出資

し、両投資事業組合は、韓国の産業用液晶モニターメーカーである韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の株式等を

取得いたしました。平成19年5月に当社がWIDE社を子会社化したことに伴い、当社のWIDE社に対する持分を明確にす

る為、今般、両投資事業組合の業務執行組合員である（株）TNPに対し、解散の申し出を行うものであります。両組

合の解散により、当社は両投資事業組合より出資割合に応じたWIDE社の株式を受領することになります。 

３．日 程 

解散結了：平成19年11月22日 

４．業績に与える影響 

本解散について、発生する費用の金額は僅少であり、業績への影響は、軽微であります。 

（1）商号 TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

（2）業務執行組合員 株式会社ツナミネットワークパートナーズ 

（3）所在地 神奈川県横浜市 

（4）設立年月日  平成14年12月 

（5）事業の内容 WIDE Corp.の株式等の取得 

 （6）資本の額 100,000千円 

 （7）決算月 12月 

 （8）当社の出資割合 当社:50.0％ 

（1）商号 TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

（2）業務執行組合員 株式会社ツナミネットワークパートナーズ 

（3）所在地 神奈川県横浜市 

（4）設立年月日  平成16年６月 

（5）事業の内容 WIDE Corp.の株式等の取得 

 （6）資本の額 110,000千円 

 （7）決算月 12月 

 （8）当社の出資割合 当社:90.9％ 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

Ⅰ．第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の一部繰上償還の件 

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第1回無担保転換社債型新株予約

権付社債について、平成19年5月10日現在における残存金額17億円の内、5億円を繰上償還することを決議し、平成19

年6月11日に5億円を繰上償還いたしました。 

１．繰上償還の理由 

当社経常利益の黒字化に伴い、平成19年3月期においてキャッシュフローが増加し、平成19年3月末日現在、現金

及び現金同等物の残高として約25億円有していること等を検討し、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保

有する当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」

（注）に基づき一部繰上償還いたしました。 

当該新株予約権付社債の平成19年5月10日現在における残存金額は17億円であり、その内、5億円を繰上償還いた

しましたが、当該資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。 

２．繰上償還の詳細について 

３．繰上償還による当社業績に与える影響について 

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5百万円の費用が生じました。 

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要 

当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以

上60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することが

できます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。 

Ⅱ．WIDE Corp.の株式取得（子会社化）の件 

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、医療機器及び航空管制等の産業用液晶モニターメーカーである

韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の発行済株式数の約45％を取得し、同社を子会社化することについて決議し、平

成19年5月18日に同社の株式を取得の上、子会社といたしました。 

１．株式取得（子会社化）の経緯と目的 

（1）株式取得（子会社化）の経緯 

WIDE社はサムスングループ出身者が中心となり、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産

業用液晶モニターの開発・製造・販売会社で、これまで培った液晶技術を応用し、新事業として素材事業を行って

まいりました。現在、同社は、韓国本社の他、米国現地法人、日本事務所、欧州事務所を有し、医療分野を中心に

産業用液晶モニターをワールドワイドに販売しております。当社は、平成13年11月より同社に医療機器向けグラフ

ィックスボードの販売を開始し、主に医療分野で取引を深耕させ、平成17年12月に同社の筆頭株主（平成19年3月31

日現在出資比率:13.5％）になっております。 

WIDE社の平成18年12月期決算において、新事業の素材事業につき、設備資金の負担が重く、量産化への追加投資

が困難なことから、同事業から撤退し、あらためて産業用液晶モニター事業に同社の経営資源を集中させることに

なりました。素材事業からの撤退に伴い、同社に特別損失が発生し、今般、当社をはじめとする既存株主に対し株

主割当増資の依頼が寄せられました。 

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（2）繰上償還日  平成19年6月11日 

（3）転換価額 53,337.2円 

（4）繰上償還額 5億円 

（5）繰上償還金額（注）  額面100円につき金101円 



（2）株式取得（子会社化）の目的 

前述の株主割当増資に対し、当社として以下の理由より積極的に対応することとし、今般、当社はWIDE社に追加

出資を行い、同社の財務基盤を強固にすると同時に同社を子会社化いたしました。また、当社は取締役の派遣も行

う予定です。 

なお、今般の株主割当後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画であり、事業資

金を確保の上、今後、当社及びWIDE社で一体となり産業用グラフィックスシステムメーカーとして事業展開を図っ

てまいります。 

①WIDE社の産業用液晶モニター事業は、当社のグラフィックス関連事業と同様に、大手企業が激しい競争をしてい

るテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力と高付加価値を生み出す産業用にフォーカスしており、既に医

療分野で基盤を確立し、現在、航空管制分野に進出している他、船舶及びDTP（印刷関連）等への展開を計画して

おり、両社がフォーカスしている事業領域は重複し、事業の親和性が非常に高いこと。 

②当社が画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラ

リ〕並びにボード）、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社の製品上の補完関係は強く、産業用グラフ

ィックスシステムとして両社製品をセットもしくはモジュールとして販売することで、事業展開の相乗効果が認

められ、顧客への訴求効果がより高まること。 

③産業用液晶モニターの中でも医療機器向け液晶モニターは、高画質、高解像度、輝度及び画質の持続性等、特に

高い技術力が要求されますが、現在、WIDE社の医療機器向け液晶モニターは、世界的な欧米の大手医療機器メー

カー等に採用されており、同社の産業用液晶モニター事業は、高い技術力により医療分野を中心に既に事業基盤

を確立していること。 

２．WIDE社の概要 

（1）商号 WIDE Corp.（http://www.widecorp.com） 

（2）代表者 W.K.Kim 

（3）所在地 806-3,Yangcheong-Ri,Ochang-Myun,Cheongwon-Gun,363-883,Korea 

（4）設立年月日  1999年12月 

（5）主な事業の内容 医療及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売 

 （6）決算期  12月31日 

 （7）従業員数 89名（平成18年12月31日現在） 

 （8）資本の額 3,702,925千ウォン（474,714千円）（平成18年12月31日現在） （注1） 

 （9）発行済株式数  7,405,850株（平成18年12月31日現在） 

 （10）大株主の構成 当社、WIDE社の経営陣及び従業員、並びにベンチャーキャピタル等 



（11）業績の動向（注1～4） 

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1ウォン＝0.1282円を基準に、韓国ウォンを日本円に換

算しております。 

（注2）経常利益に該当する科目がないため、税引前当期純利益を用いております。 

（注3）平成18年12月期について、売上高は産業用液晶モニターの売上だけであり、医療機器向けが中心であり

ます。新事業の素材事業は開発のみであり費用の負担重く、その結果、営業利益が赤字になっておりま

す。また、素材事業の撤退に伴い、同事業の設備につき簿価を下回る価格で売却等を行ったことにより

特別損失を計上し、当期純損失として△14,773百万ウォン（△1,893百万円）の赤字となりました。 

（注4）平成19年12月期について、上期は素材事業の最終整理に費用がかかる予定ですが、下期以降は産業用液

晶モニター事業に経営資源が集中され、収益力も大幅に回復することが期待できます。 

３．株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 

普通株式   997,850株（所有割合13.5％）（注5）  

（議決権の数 997,850個）（注5） 

（2）株主割当増資及び失権株の割当により当社が取得する株式 

普通株式   8,000,000株（取得価額4,000,000千ウォン〔522百万円〕）（注7） 

（議決権の数 8,000,000個）  

（3）異動後の所有株式数 

普通株式   8,997,850株（所有割合約45％）（注5,6） 

（議決権の数 8,997,850個）（注5） 

（注5）当社出資比率には、当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合

によるWIDE社への出資分も勘案しております。 

（注6）株主割当増資後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画でありますが、

当社は、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使し、出資比率40％以上

を維持する予定です。なお、WIDE社は当社が議決権の40％以上を有し、かつ技術・資金等において緊密

な関係にあることから、実質基準を適用し当社子会社となります。 

（注7）参考として、平成19年5月10日現在の為替レート1ウォン＝0.1306円を基準に、韓国ウォンを日本円に換

算しております。 

４．日 程 

 
平成18年12月期 

（前期実績） 

平成19年12月期 

（当期予想） 

売上高  
16,877百万ウォン 

（2,163百万円） 

20,400百万ウォン 

（2,615百万円） 

営業利益（△損失） 
△3,637百万ウォン 

（△466百万円） 

1,020百万ウォン 

（130百万円） 

税引前当期純利益（△純損失） 
△14,773百万ウォン 

（△1,893百万円） 

520百万ウォン 

（66百万円） 

当期純利益 （△純損失） 
△14,773百万ウォン 

（△1,893百万円） 

520百万ウォン 

（66百万円） 

総資産  
30,661百万ウォン 

（△3,930百万円） 
－   

株主資本  
3,419百万ウォン 

（438百万円） 
－   

１株当たり配当金  －  －   

 平成19年5月10日 取締役会決議 

 平成19年5月11日 株主割当増資の払込期日 

 平成19年5月18日 失権株の割当の払込期日 



Ⅲ．当社子会社MacroTech社の営業権の一部譲渡の件 

当社子会社であるMacroTech Semiconductor Corporation（以下、MacroTech社）は、平成19年6月14日開催の取締役

会において、営業権の一部を台湾の同業者であるAlchip Technologies,Inc.（以下、Alchip社）に譲渡することにつ

いて決議いたしました。 

１． 営業権一部譲渡の理由 

当社は、平成16年11月にLSIのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech社を子会社化いたしまし

た。ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成をMacroTech社が行い、半導体製造会

社（ウエハ処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携し、半導体ファブレスメーカー及びデジ

タル家電メーカー等に同社がLSIの量産供給を行うものであります。現在、MacroTech社は、世界のデジタル家電の

開発・製造拠点として急成長している日本、中国、台湾、韓国を中心にターンキーサービスを推進しております

が、競合他社との競争が厳しく、事業拡大が困難な状況にあります。 

 一方、当社は、平成19年5月に韓国の産業用液晶モニターメーカーであるWIDE Corp.を子会社化いたしました。

同社の子会社化に伴い、画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライ

バ、ライブラリ〕並びにボード）から表示機器までセットにしたグラフィックスシステムとして製品供給を行う計

画であります。従い、当社グループとして、今後、産業用グラフィックスに注力し事業を拡大させて行く方針であ

ります。 

 以上より、当社グループとして、ターンキーサービス事業を縮小させ、経営資源を産業用グラフィックス事業に

集中させる為、今般、MacroTech社の営業権の一部を台湾の同業他社であるAlchip社に譲渡することにいたしまし

た。なお、MacroTech社は、今後、台湾におけるグラフィックス関連製品の製造管理と販売に注力してまいります。

２． 営業権一部譲渡の内容 

（1）譲渡対象の内容 

 MacroTech社の既存顧客の内、３社の営業権 

（2）譲渡対象の平成18年12月期における経営成績（注1） 

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1台湾ドル＝3.651円を基準に、台湾ドルを日本円に換

算しております。 

（3）譲渡資産、負債の項目及び金額 

 該当事項はございません。 

（4）譲渡価額及び決済方法 

 譲渡価額：US$500千（61,400千円）（注2） 

 決済方法：現金決済 

（注2）参考として、平成19年6月14日現在の為替レート1ドル＝122.80円を基準に、米国ドルを日本円に換算し

ております。 

３． 営業権一部譲渡先の概要 

（注3）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1台湾ドル＝3.651円を基準に、台湾ドルを日本円に換

算しております。 

  譲渡対象(a) MacroTech社実績(b) 比率(a/b) 

 売上高 
37,081千台湾ドル 

（135,382千円）  

179,680千台湾ドル 

（656,007千円） 
20.6％ 

（1）商号 Alchip Technologies,Inc.（http://www.alchip.com） 

（2）代表者 Kinying Kwan 

（3）所在地 中華民国台北市 

（4）設立年月日  2002年8月 

（5）主な事業の内容 半導体のレイアウト設計及びターンキーサービス  

 （6）資本金 8,443千台湾ドル（30,828千円）（平成18年12月31日現在）（注3）  

 （7）従業員数 159名（平成18年12月31日現在）  

 （8）売上高 1,389,738千台湾ドル（5,073,888千円）（平成18年12月期決算）（注3）  



４．日 程 

５．業績に与える影響 

本件営業権一部譲渡により、特別利益としてUS$500千（61,400千円）が生じますが、ターンキーサービス関連の

縮小に伴い、リストラ費用等が発生する見込みであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 平成19年6月14日 MacroTech社の取締役会決議及び営業権一部譲渡契約の締結 

 平成19年6月29日 営業権一部譲渡承認のMacroTech社の臨時株主総会（予定） 

 平成19年7月 2日 営業権一部譲渡日（予定） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     1,477,590 1,028,038   2,406,040 

２．受取手形 ＊３   271,238 －   79,905 

３．売掛金     1,014,495 353,782   1,139,712 

４．有価証券     638,892 1,007,512   － 

５．たな卸資産     476,785 243,432   288,707 

６．その他 ＊２   85,449 60,666   83,552 

貸倒引当金     △120 －   － 

流動資産合計     3,964,332 71.6 2,693,432 65.1   3,997,917 79.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊１   32,507 32,517   26,225 

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア   48,699   21,113 32,561   

(2）電話加入権   700 49,399 700 21,813 700 33,261 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,166,853   89,011 1,168,718   

(2）関係会社株式   99,098   1,096,801 99,098   

(3）関係会社社債   －   567,816 －   

(4）その他の関係会
社有価証券 

  191,873   150,000 192,328   

(5）その他   33,955   20,278 23,456   

貸倒引当金   △315   － △315   

投資損失引当金   － 1,491,465 △535,320 1,388,588 △535,320 947,966 

固定資産合計     1,573,373 28.4 1,442,920 34.9   1,007,452 20.1

資産合計     5,537,705 100.0 4,136,352 100.0   5,005,370 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     47,884 8,284   － 

２．賞与引当金     24,617 16,520   18,280 

３．その他     34,849 47,308   49,459 

流動負債合計     107,350 2.0 72,112 1.7   67,739 1.3

Ⅱ 固定負債           

１．新株予約権付社債 ＊４   1,700,000 1,200,000   1,700,000 

２．繰延税金負債     47,188 104   47,873 

３．退職給付引当金     15,866 11,210   13,800 

固定負債合計     1,763,055 31.8 1,211,315 29.3   1,761,673 35.2

負債合計     1,870,406 33.8 1,283,428 31.0   1,829,413 36.5

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     3,022,725 54.6 3,022,725 73.1   3,022,725 60.4

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   3,489,224   3,489,224 3,489,224   

資本剰余金合計     3,489,224 63.0 3,489,224 84.3   3,489,224 69.7

３．利益剰余金           

(1）その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   1,042   287 287   

繰越利益剰余金   △2,913,693   △3,657,360 △3,405,658   

利益剰余金合計     △2,912,650 △52.6 △3,657,072 △88.4   △3,405,370 △68.0

４．自己株式     △241 △0.0 △241 △0.0   △241 △0.0

株主資本合計     3,599,056 65.0 2,854,635 69.0   3,106,337 62.1

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    68,242 1.2 △1,711 △0.0   69,620 1.4

評価・換算差額等合
計 

    68,242 1.2 △1,711 △0.0   69,620 1.4

純資産合計     3,667,299 66.2 2,852,923 69.0   3,175,957 63.5

負債純資産合計     5,537,705 100.0 4,136,352 100.0   5,005,370 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,343,229 100.0 551,171 100.0   2,276,234 100.0 

Ⅱ 売上原価 ＊５   967,915 72.1 511,821 92.9   1,622,298 71.3

売上総利益     375,314 27.9 39,350 7.1   653,935 28.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

＊５   261,197 19.4 246,806 44.7   505,501 22.2

営業利益（△損
失） 

    114,116 8.5 △207,455 △37.6   148,433 6.5

Ⅳ 営業外収益 ＊１   11,027 0.8 10,183 1.8   20,967 0.9

Ⅴ 営業外費用 ＊２   2,458 0.2 1,987 0.4   3,108 0.1

経常利益（△損
失） 

    122,685 9.1 △199,259 △36.2   166,293 7.3

Ⅵ 特別利益 ＊３   － － － －   120 0.0

Ⅶ 特別損失 ＊４   － － 51,065 9.2   535,320 23.5

税引前中間（当
期）純利益（△純
損失） 

    122,685 9.1 △250,324 △45.4   △368,907 △16.2

法人税、住民税及
び事業税 

  605   1,481 1,989   

法人税等調整額   △258 346 0.0 △104 1,377 0.3 △516 1,473 0.1

中間（当期）純利
益（△純損失） 

    122,339 9.1 △251,701 △45.7   △370,380 △16.3

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 特別償却準備

金 
繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 1,797 △3,036,787 △3,034,990 △241 3,476,717 

中間会計期間中の変動額              

特別償却準備金の取崩し（注）     △754 754 －   － 

中間純利益       122,339 122,339   122,339 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
              

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － △754 123,093 122,339 － 122,339 

平成18年９月30日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 1,042 △2,913,693 △2,912,650 △241 3,599,056 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 44,731 44,731 3,521,448 

中間会計期間中の変動額      

特別償却準備金の取崩し（注）     － 

中間純利益     122,339 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
23,511 23,511 23,511 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
23,511 23,511 145,851 

平成18年９月30日 残高（千円） 68,242 68,242 3,667,299 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 特別償却準備

金 
繰越利益剰余
金 

平成19年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 287 △3,405,658 △3,405,370 △241 3,106,337 

中間会計期間中の変動額              

中間純損失       △251,701 △251,701   △251,701 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
              

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － △251,701 △251,701 － △251,701 

平成19年９月30日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 287 △3,657,360 △3,657,072 △241 2,854,635 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 69,620 69,620 3,175,957 

中間会計期間中の変動額      

中間純損失     △251,701 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△71,331 △71,331 △71,331 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△71,331 △71,331 △323,033 

平成19年９月30日 残高（千円） △1,711 △1,711 2,852,923 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理によるものが754千円含まれております。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 特別償却準備

金 
繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 1,797 △3,036,787 △3,034,990 △241 3,476,717 

事業年度中の変動額              

特別償却準備金の取崩し（注）     △1,509 1,509 －   － 

当期純利益       △370,380 △370,380   △370,380 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
              

事業年度中の変動額合計（千円） － － △1,509 △368,871 △370,380 － △370,380 

平成19年３月31日 残高（千円） 3,022,725 3,489,224 287 △3,405,658 △3,405,370 △241 3,106,337 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 44,731 44,731 3,521,448 

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の取崩し（注）     － 

当期純利益     △370,380 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
24,889 24,889 24,889 

事業年度中の変動額合計（千円） 24,889 24,889 △345,491 

平成19年３月31日 残高（千円） 69,620 69,620 3,175,957 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

及び償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品……移動平均法による

原価法 

(3）たな卸資産 

製品……同左 

(3）たな卸資産 

製品……同左 

  原材料…移動平均法による

原価法 

原材料…同左 原材料…同左 

  仕掛品…移動平均法による

原価法及び個別法

による原価法 

仕掛品…同左 仕掛品…同左 

２．固定資産の減価償却の方

法  

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ３～15年

工具器具及び備

品 
２～20年

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

 （追加情報） 

 当中間会計期間より法人税

法の改正に伴い、従前より所

有している有形固定資産の残

存価格については、5年間の均

等償却を行う方法を採用して

おります。これに伴う損益に

与える影響は軽微でありま

す。 

建物 ３～15年

工具器具及び備

品 
２～20年

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ３～15年

工具器具及び備

品 
２～20年

  (2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

 市場販売目的のソフトウェ

アについては、販売可能な有

効期間（３年）に基づく定額

法、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（２～５年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

(2)  ───── (2) 投資損失引当金 

 市場価格のない有価証券等

に対し、将来発生する可能性

のある損失に備えるため、投

資先の財政状態等を勘案し、

必要と認められる額を計上し

ております。 

(2) 投資損失引当金 

 市場価格のない有価証券等

に対し、将来発生する可能性

のある損失に備えるため、投

資先の財政状態等を勘案し、

必要と認められる額を計上し

ております。 

（追加情報） 

 当事業年度より投資損失引

当金を計上しております。こ

の変更は投資先の財政状態の

一時的な悪化を適時に当社の

投資勘定に反映させ、財務内

容の健全化を図るために行っ

たものであります。この変更

に伴い、従来の方法によった

場合と比較して税引前当期純

損失は535,320千円多く計上さ

れております。 

  

  

(3) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備

えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上

しております。 

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備

えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上して

おります。 

  

  

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務に基づき、当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

  

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処 理しております。 

５．リース取引の処理方法 

  

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項  

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 法人税等の会計処理の方法 

 当中間会計期間にかかる納

付税額及び法人税等調整額の

計算に当たっては、当事業年

度において予定している特別

償却準備金の取崩額を課税所

得に反映させております。 

(2) 法人税等の会計処理の方法 

同左 

(2)  ───── 

  

  (3) 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用してお

ります。 

(3) 連結納税制度の適用 

同左 

(3) 連結納税制度の適用 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）に基づき、当中間会計期間から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は3,667,299千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 法人税法等の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年3月

30日 法律第6号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成19

年3月30日 政令第83号））に伴い、

当中間会計期間から、平成19年4月1

日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に規定す

る償却方法に基づき、減価償却費を

計上しております。 

 なお、この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）に基づき、当事業年度から同会

計基準及び同適用指針を適用してお

ります。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は3,175,957千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の

適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会平

成18年9月8日 実務対応報告第20号）が適用されたこと

に伴い、当中間会計期間から関係会社として取り扱って

いる投資事業組合への出資を、関係会社株式として表示

する方法からその他の関係会社有価証券として表示する

方法に変更いたしました。 

  なお、前中間会計期間末の関係会社株式に含まれてい

る当該出資の額はありません。 

─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 
142,106千円

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 
121,122千円

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 
145,179千円

＊２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

＊２．消費税等の取扱い 

同左 

＊２．    ───── 

  

＊３．期末日満期手形の会計処理 

 中間会計期間末日満期手形は、手形交

換日をもって決済処理しています。な

お、当中間会計期間末が金融機関の休日

であったため、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末日残高に含ま

れております。 

＊３．    ───── ＊３．    ───── 

  

受取手形 48,723千円    

＊４．    ───── ＊４．新株予約権付社債 

 第1回無担保転換社債型新株予約権付

社債1,200,000千円であります。なお、

転換価額の修正及び繰上償還について

は、以下のとおりであります。 

①転換価額の修正 

 転換価額は当初143,000円（当該社債

の発行決議日〔平成17年12月6日〕の終

値）で決定され、平成18年12月22日まで

の約1年間、転換価額の修正条項は適用

されませんが、平成18年12月22日以降、

転換価額は自動的に株式時価をベースに

毎月1回、修正が行われます。なお、転

換価額の修正の上限価額は160,011.6

円、下限価額は53,337.2円であります。 

②繰上償還 

 当該社債には当社の選択によりいつで

も行使することが可能なコールオプショ

ン及び当該社債の割当先であるかざか証

券の選択によりいつでも行使することが

可能なプットオプションが付されており

ます。株価の状況次第では当社自身もし

くはかざか証券の選択により当該社債の

全部または一部を繰上償還することが可

能となっております。 

＊４．新株予約権付社債 

 第1回無担保転換社債型新株予約権付

社債1,700,000千円であります。なお、

転換価額の修正及び繰上償還について

は、以下のとおりであります。 

①転換価額の修正 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

②繰上償還 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ５．偶発債務 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラ

フィックスボードの量産製品の発注に関

し750,546千円の損害賠償請求訴訟の提

起を平成17年3月3日付で当社は受けまし

た。当社は、審理の過程で当社に損害賠

償義務がないことを主張し、見解の相違

を正してゆく方針であります。 

 ５．    ─────  ５．    ───── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 

受取利息 1,078千円

業務受託収入 6,000千円

受取利息 2,167千円

業務受託収入 3,000千円

受取利息 3,070千円

有価証券利息 4,530千円

業務受託収入 12,000千円

＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 

保険積立金解約損 1,282千円 保険積立金解約損 1,758千円 保険積立金解約損 1,282千円

＊３．    ───── ＊３．    ───── ＊３．特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益    120千円

＊４．    ───── ＊４．特別損失の主要項目 

事業整理損失 42,136千円

社債償還損 5,000千円

＊４．特別損失の主要項目 

投資損失引当金 

繰入額 

535,320千円

＊５．減価償却実施額 ＊５．減価償却実施額 ＊５．減価償却実施額 

有形固定資産 7,296千円

無形固定資産 20,809千円

有形固定資産 5,237千円

無形固定資産 15,799千円

有形固定資産 14,759千円

無形固定資産  37,642千円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 1.30 － － 1.30 

合計 1.30 － － 1.30 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成18年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間（平成19年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（平成19年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 リース契約１件当たりのリース料総額

が300万円を超えるものがないため省略

しております。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

同左 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 3,059千円

合計       4,052千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 2,067千円

合計      3,059千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 2,563千円

合計 3,556千円



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 89,042円39銭

１株当たり中間純利

益 
2,970円41銭

１株当たり純資産額 69,269円27銭

１株当たり中間純損

失 
6,111円35銭

１株当たり純資産額 77,112円54銭

１株当たり当期純損

失 
8,992円87銭

 潜在株式調整後1株当たり中間純利

益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 潜在株式調整後1株当たり中間純利

益については、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載してお

りません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（△純損失） 

（千円） 
122,339 △251,701 △370,380 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（△純損失）（千円） 
122,339 △251,701 △370,380 

期中平均株式数（株） 41,186 41,186 41,186 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数 

479個） 

普通株式479株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式11,888.11

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数

418個） 

普通株式418株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式 22,498.37

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

平成15年６月25日定時

株主総会決議及び平成

15年７月14日取締役会

決議ストックオプショ

ン（新株予約権の数

418個） 

普通株式418株。 

第1回新株予約権付社

債（目的となる株式の

数普通株式 24,937.03

株） 

これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 平成17年３月３日付で東京地方裁判所において（訴状到達日 平成17年３月24日）株式会社朋栄(以下、朋栄社）よ

り訴訟の提起を受けておりました損害賠償請求事件について、平成18年11月17日下記の通り判決の言い渡しがありまし

た。なお、朋栄社より控訴の申し立てはなく、判決（当社の勝訴）が確定いたしました。 

１．訴訟を提起した者 

（１） 氏名 株式会社朋栄 代表取締役 清原 慶三 

（２） 住所 東京都渋谷区恵比寿３－８－１ 

２．訴訟の内容及び請求金額 

（１） 訴訟の内容 損害賠償請求事件 

（２） 請求金額 金750,546,092円 

３．判決の要旨 

（１） 原告の請求を棄却する。 

（２） 訴訟費用は原告の負担とする。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合について、両組合の業務執行組合

員である株式会社ツナミネットワークパートナーズ（以下、（株）TNP）に対し、組合解散の申し出を行うことを平成

19年10月22日開催の取締役会で決議いたしました。 

１．解散する子会社について 

 ① TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

 ② TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

２．解散の理由 

当社は、TSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合に平成14年12月及び平成16年6月に出資

し、両投資事業組合は、韓国の産業用液晶モニターメーカーである韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の株式等を

取得いたしました。平成19年5月に当社がWIDE社を子会社化したことに伴い、当社のWIDE社に対する持分を明確にす

る為、今般、両投資事業組合の業務執行組合員である（株）TNPに対し、解散の申し出を行うものであります。両組

合の解散により、当社は両投資事業組合より出資割合に応じたWIDE社の株式を受領することになります。 

３．日 程 

解散結了：平成19年11月22日 

４．業績に与える影響 

本解散について、発生する費用の金額は僅少であり、業績への影響は、軽微であります。 

（1）商号 TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

（2）業務執行組合員 株式会社ツナミネットワークパートナーズ 

（3）所在地 神奈川県横浜市 

（4）設立年月日  平成14年12月 

（5）事業の内容 WIDE Corp.の株式等の取得 

 （6）資本の額 100,000千円 

 （7）決算月 12月 

 （8）当社の出資割合 当社:50.0％ 

（1）商号 TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

（2）業務執行組合員 株式会社ツナミネットワークパートナーズ 

（3）所在地 神奈川県横浜市 

（4）設立年月日  平成16年６月 

（5）事業の内容 WIDE Corp.の株式等の取得 

 （6）資本の額 110,000千円 

 （7）決算月 12月 

 （8）当社の出資割合 当社:90.9％ 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

Ⅰ．第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の一部繰上償還の件 

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第1回無担保転換社債型新株予約

権付社債について、平成19年5月10日現在における残存金額17億円の内、5億円を繰上償還することを決議し、平成19

年6月11日に5億円を繰上償還いたしました。 

１．繰上償還の理由 

当社経常利益の黒字化に伴い、平成19年3月期においてキャッシュフローが増加し、平成19年3月末日現在、現金

及び現金同等物の残高として約25億円有していること等を検討し、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保

有する当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」

（注）に基づき一部繰上償還いたしました。 

当該新株予約権付社債の平成19年5月10日現在における残存金額は17億円であり、その内、5億円を繰上償還いた

しましたが、当該資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。 

２．繰上償還の詳細について 

３．繰上償還による当社業績に与える影響について 

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5百万円の費用が生じました。 

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要 

当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以

上60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することが

できます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。 

  

Ⅱ．WIDE Corp.の株式取得（子会社化）の件 

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、医療機器及び航空管制等の産業用液晶モニターメーカーである

韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の発行済株式数の約45％を取得し、同社を子会社化することについて決議し、平

成19年5月18日に同社の株式を取得の上、子会社といたしました。 

１．株式取得（子会社化）の経緯と目的 

（1）株式取得（子会社化）の経緯 

WIDE社はサムスングループ出身者が中心となり、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産

業用液晶モニターの開発・製造・販売会社で、これまで培った液晶技術を応用し、新事業として素材事業を行って

まいりました。現在、同社は、韓国本社の他、米国現地法人、日本事務所、欧州事務所を有し、医療分野を中心に

産業用液晶モニターをワールドワイドに販売しております。当社は、平成13年11月より同社に医療機器向けグラフ

ィックスボードの販売を開始し、主に医療分野で取引を深耕させ、平成17年12月に同社の筆頭株主（平成19年3月31

日現在出資比率:13.5％）になっております。 

WIDE社の平成18年12月期決算において、新事業の素材事業につき、設備資金の負担が重く、量産化への追加投資

が困難なことから、同事業から撤退し、あらためて産業用液晶モニター事業に同社の経営資源を集中させることに

なりました。素材事業からの撤退に伴い、同社に特別損失が発生し、今般、当社をはじめとする既存株主に対し株

主割当増資の依頼が寄せられました。 

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（2）繰上償還日  平成19年6月11日 

（3）転換価額 53,337.2円 

（4）繰上償還額 5億円 

（5）繰上償還金額（注）  額面100円につき金101円 



（2）株式取得（子会社化）の目的 

前述の株主割当増資に対し、当社として以下の理由より積極的に対応することとし、今般、当社はWIDE社に追加

出資を行い、同社の財務基盤を強固にすると同時に同社を子会社化いたしました。また、当社は取締役の派遣も行

う予定です。 

なお、今般の株主割当後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画であり、事業資

金を確保の上、今後、当社及びWIDE社で一体となり産業用グラフィックスシステムメーカーとして事業展開を図っ

てまいります。 

①WIDE社の産業用液晶モニター事業は、当社のグラフィックス関連事業と同様に、大手企業が激しい競争をしてい

るテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力と高付加価値を生み出す産業用にフォーカスしており、既に医

療分野で基盤を確立し、現在、航空管制分野に進出している他、船舶及びDTP（印刷関連）等への展開を計画して

おり、両社がフォーカスしている事業領域は重複し、事業の親和性が非常に高いこと。 

②当社が画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラ

リ〕並びにボード）、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社の製品上の補完関係は強く、産業用グラフ

ィックスシステムとして両社製品をセットもしくはモジュールとして販売することで、事業展開の相乗効果が認

められ、顧客への訴求効果がより高まること。 

③産業用液晶モニターの中でも医療機器向け液晶モニターは、高画質、高解像度、輝度及び画質の持続性等、特に

高い技術力が要求されますが、現在、WIDE社の医療機器向け液晶モニターは、世界的な欧米の大手医療機器メー

カー等に採用されており、同社の産業用液晶モニター事業は、高い技術力により医療分野を中心に既に事業基盤

を確立していること。 

２．WIDE社の概要 

（1）商号 WIDE Corp.（http://www.widecorp.com） 

（2）代表者 W.K.Kim 

（3）所在地 806-3,Yangcheong-Ri,Ochang-Myun,Cheongwon-Gun,363-883,Korea 

（4）設立年月日  1999年12月 

（5）主な事業の内容 医療及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売 

 （6）決算期  12月31日 

 （7）従業員数 89名（平成18年12月31日現在） 

 （8）資本の額 3,702,925千ウォン（474,714千円）（平成18年12月31日現在） （注1） 

 （9）発行済株式数  7,405,850株（平成18年12月31日現在） 

 （10）大株主の構成 当社、WIDE社の経営陣及び従業員、並びにベンチャーキャピタル等 



（11）業績の動向（注1～4） 

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1ウォン＝0.1282円を基準に、韓国ウォンを日本円に換

算しております。 

（注2）経常利益に該当する科目がないため、税引前当期純利益を用いております。 

（注3）平成18年12月期について、売上高は産業用液晶モニターの売上だけであり、医療機器向けが中心であり

ます。新事業の素材事業は開発のみであり費用の負担重く、その結果、営業利益が赤字になっておりま

す。また、素材事業の撤退に伴い、同事業の設備につき簿価を下回る価格で売却等を行ったことにより

特別損失を計上し、当期純損失として△14,773百万ウォン（△1,893百万円）の赤字となりました。 

（注4）平成19年12月期について、上期は素材事業の最終整理に費用がかかる予定ですが、下期以降は産業用液

晶モニター事業に経営資源が集中され、収益力も大幅に回復することが期待できます。 

３．株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 

普通株式   997,850株（所有割合13.5％）（注5）  

（議決権の数 997,850個）（注5） 

（2）株主割当増資及び失権株の割当により当社が取得する株式 

普通株式   8,000,000株（取得価額4,000,000千ウォン〔522百万円〕）（注7） 

（議決権の数 8,000,000個）  

（3）異動後の所有株式数 

普通株式   8,997,850株（所有割合約45％）（注5,6） 

（議決権の数 8,997,850個）（注5） 

（注5）当社出資比率には、当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合

によるWIDE社への出資分も勘案しております。 

（注6）株主割当増資後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画でありますが、

当社は、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使し、出資比率40％以上

を維持する予定です。なお、WIDE社は当社が議決権の40％以上を有し、かつ技術・資金等において緊密

な関係にあることから、実質基準を適用し当社子会社となります。 

（注7）参考として、平成19年5月10日現在の為替レート1ウォン＝0.1306円を基準に、韓国ウォンを日本円に換

算しております。 

４．日 程 

 
平成18年12月期 

（前期実績） 

平成19年12月期 

（当期予想） 

売上高  
16,877百万ウォン 

（2,163百万円） 

20,400百万ウォン 

（2,615百万円） 

営業利益（△損失） 
△3,637百万ウォン 

（△466百万円） 

1,020百万ウォン 

（130百万円） 

税引前当期純利益（△純損失） 
△14,773百万ウォン 

（△1,893百万円） 

520百万ウォン 

（66百万円） 

当期純利益 （△純損失） 
△14,773百万ウォン 

（△1,893百万円） 

520百万ウォン 

（66百万円） 

総資産  
30,661百万ウォン 

（△3,930百万円） 
－   

株主資本  
3,419百万ウォン 

（438百万円） 
－   

１株当たり配当金  －  －   

 平成19年5月10日 取締役会決議 

 平成19年5月11日 株主割当増資の払込期日 

 平成19年5月18日 失権株の割当の払込期日 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

平成19年８月24日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

株式会社リアルビジョン     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 磯貝 和敏  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖 恒弘   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リアルビジョン及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の事業の種類別セグメント情報の会計処理の変更及び所在地別セグメント情報の会計処理の変更に記載

されているとおり、会社は当中間連結会計期間より配賦不能営業費用の範囲を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月７日

株式会社リアルビジョン     

  取締役会 御中   

  監査法人Ａ＆Ａパートナーズ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中井 義己  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 齊藤 浩司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リアルビジョンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リアルビジョン及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

株式会社リアルビジョン     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 磯貝 和敏  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖 恒弘   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リアルビジョンの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月７日

株式会社リアルビジョン     

  取締役会 御中   

  監査法人Ａ＆Ａパートナーズ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中井 義己  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 齊藤 浩司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リアルビジョンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リアルビジョンの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/73
	pageform2: 2/73
	form1: EDINET提出書類  2007/12/14 提出
	form2: 株式会社リアルビジョン(359197)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/73
	pageform4: 4/73
	pageform5: 5/73
	pageform6: 6/73
	pageform7: 7/73
	pageform8: 8/73
	pageform9: 9/73
	pageform10: 10/73
	pageform11: 11/73
	pageform12: 12/73
	pageform13: 13/73
	pageform14: 14/73
	pageform15: 15/73
	pageform16: 16/73
	pageform17: 17/73
	pageform18: 18/73
	pageform19: 19/73
	pageform20: 20/73
	pageform21: 21/73
	pageform22: 22/73
	pageform23: 23/73
	pageform24: 24/73
	pageform25: 25/73
	pageform26: 26/73
	pageform27: 27/73
	pageform28: 28/73
	pageform29: 29/73
	pageform30: 30/73
	pageform31: 31/73
	pageform32: 32/73
	pageform33: 33/73
	pageform34: 34/73
	pageform35: 35/73
	pageform36: 36/73
	pageform37: 37/73
	pageform38: 38/73
	pageform39: 39/73
	pageform40: 40/73
	pageform41: 41/73
	pageform42: 42/73
	pageform43: 43/73
	pageform44: 44/73
	pageform45: 45/73
	pageform46: 46/73
	pageform47: 47/73
	pageform48: 48/73
	pageform49: 49/73
	pageform50: 50/73
	pageform51: 51/73
	pageform52: 52/73
	pageform53: 53/73
	pageform54: 54/73
	pageform55: 55/73
	pageform56: 56/73
	pageform57: 57/73
	pageform58: 58/73
	pageform59: 59/73
	pageform60: 60/73
	pageform61: 61/73
	pageform62: 62/73
	pageform63: 63/73
	pageform64: 64/73
	pageform65: 65/73
	pageform66: 66/73
	pageform67: 67/73
	pageform68: 68/73
	pageform69: 69/73
	pageform70: 70/73
	pageform71: 71/73
	pageform72: 72/73
	pageform73: 73/73


